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   第 3 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成26年６月24日（火曜日） 

                        午前10時１分開議 

                        午後０時３分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成26年度熊本県一般会計補   

  正予算（第３号） 

 議案第２号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第３号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第４号 熊本県高校生等修学等支援基 

  金条例の一部を改正する条例の制定につ 

  いて 

 議案第５号 熊本県税条例の一部を改正す 

  る条例の制定について 

 議案第６号 熊本県税特別措置条例の一部 

  を改正する条例の制定について 

 議案第12号 市の境界変更について 

 議案第13号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 議案第14号 専決処分の報告及び承認につ 

  いて 

 報告第１号 平成25年度熊本県一般会計繰 

  越明許費繰越計算書の報告について 

 報告第９号 専決処分の報告について 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に 

  ついて 

 請第46号 消費税増税の撤回を求める意見 

  書提出を求める請願 

 請第47号 川内原発再稼働に際し、避難者 

  受け入れに関する国への意見書提出を求 

  める請願 

報告事項 

 ①市町村合併の検証について 

 ②地方自治法の一部改正等について 

 ③天草エアラインの機材更新等に関する報 

  告 

   ――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

        委 員 長 田 代 国 広 

        副委員長 杉 浦 康 治 

        委  員 岩 下 栄 一 

        委  員 荒 木 章 博 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 前 田 憲 秀 

欠席委員(１人) 

        委  員 髙 野 洋 介 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

                  公室長 田 嶋    徹 

              危機管理監  古 閑 陽 一 

        秘書課長 大 村 裕 司 

        広報課長 松 永 正 伸 

        危機管理防災課長  岡 田   浩 

  知事公室付政策調整監 白 石 伸 一 

総務部 

         部 長  岡 村 範 明 

理事兼県中央広域本部長兼 

    市町村・税務局長 楢木野 史 貴 

       政策審議監  木 村   敬 

      総務私学局長 仁 木 徳 子 

        人事課長 青 木 政 俊 

  首席審議員兼財政課長 福 島 誠 治 

       県政情報文書課長 本 田 雅 裕 

総務事務センター長  古 谷 秀 晴 

  首席審議員兼管財課長 吉 永 一 夫 

       私学振興課長 橋 本 有 毅 

市町村行政課長兼 



第３回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成26年６月24日) 

 

 - 2 - 

  県央広域本部総務部長  原     悟 

       市町村財政課長  竹 内  信 義 

         消防保安課長 田 原 牧 人 

               税務課長 斉 藤 浩 幸 

企画振興部 

         部 長 錦 織 功 政 

       政策審議監 栁 田 誠 喜 

    地域・文化振興局長  田 中 浩 二 

交通政策・情報局長 坂 本   浩 

  首席審議員兼企画課長 小 原 雅 晶 

     地域振興課長兼 

  県央広域本部振興部長 横 五 淳 一 

       文化企画課長 吉  永 明  彦 

       政策監兼 

文化・世界遺産推進室長 本 田   圭 

     首席審議員兼 

川辺川ダム総合対策課長  福 山 武 彦 

       首席審議員兼 

      交通政策課長 吉 田   誠 

      情報企画課長 家 入   淳 

           統計調査課長  上 田 英 典 

出納局 

    会計管理者兼出納局長 伊 藤 敏 明 

    首席審議員兼会計課長  福 島   裕 

            管理調達課長 田 上 英 充 

人事委員会事務局 

         局 長 田 中 伸 也 

          総務課長  吉 富   寛 

              公務員課長 五 上 知 行 

監査委員事務局 

         局 長 牧 野 俊 彦 

         監査監 草 野 武 夫 

                  監査監 瀬 戸 浩 一 

         監査監 千 羽 一 樹 

議会事務局 

                  局 長 佐 藤 伸 之 

         次長兼総務課長 後 藤 泰 之 

               議事課長 塘 岡 弘 幸 

      政務調査課長 冨 永 章 子 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 槇 原 俊 郎 

     政務調査課主幹 福 島 哲 也 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 

○田代国広委員長 それでは、ただいまから

第３回総務常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に４名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 次に、今回付託された請第46号及び請第47

号について、提出者から趣旨説明の申し出が

あっておりますので、これを許可したいと思

います。 

 まず、請第46号についての説明者を入室さ

せてください。 

  （請第46号の説明者入室) 

○田代国広委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡潔にお願いします。 

  （請第46号の説明者の趣旨説明) 

○田代国広委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査しますので、本日はこれで

お引き取りください。 

  （請第46号の説明者退室) 

○田代国広委員長 次に、請第47号について

の説明者を入室させてください。 

  （請第47号の説明者入室) 

○田代国広委員長 説明者の方に申し上げま

す。各委員には請願書の写しを配付しており

ますので、説明は簡潔にお願いします。 

  （請第47号の説明者の趣旨説明) 

○田代国広委員長 趣旨はよくわかりまし

た。後でよく審査しますので、本日はこれで

お引き取りください。 

  （請第47号の説明者退室) 

○田代国広委員長 次に、本委員会に付託さ

れた議案等を議題とし、これについて審査を

行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め
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た後に、一括して質疑を受けたいと思いま

す。説明に当たっては、効率よく進めるため

着座のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、総務部長から総括説明をお願い

します。 

 

○岡村総務部長 おはようございます。 

 今回提案しております議案の概要について

御説明申し上げます。 

 まず、一般会計補正予算につきましては、

議案第１号といたしまして、国の好循環実現

のための経済対策関係及び通常分を合わせま

して合計約16億6,700万円を計上しておりま

す。 

 このほか、熊本県税条例の一部を改正する

条例の制定や専決処分の報告、承認につきま

しても、あわせて御提案、御報告申し上げて

おります。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、詳細な内容

及び条例等議案につきましては各課長からそ

れぞれ御説明申し上げますので、よろしく御

審議のほどお願い申し上げます。 

 

○田代国広委員長 次に、財政課長から、平

成26年度６月補正予算等の概要について説明

をお願いします。 

 

○福島財政課長 財政課でございます。 

 Ａ４横の総務常任委員会説明資料をお願い

します。資料の１ページをお願いします。 

 ６月補正予算の概要でございます。 

 今回の一般会計補正予算は、国の好循環実

現のための経済対策関係として、追加内示分

や、２月補正で造成しました経済対策基金の

活用分の予算を計上しております。 

 また、その他の通常分として、バス事業者

等が整備する地域カードの片利用機能に対す

る支援や、天草エアラインの航空機更新に伴

う天草空港の滑走路整備等の事業を計上して

おります。 

 これらにより、６月補正予算は総額16億6,

700万円の増額補正となり、補正後の予算規

模は7,362億8,400万円となります。 

 ２ページをお願いします。 

 歳入予算の内訳です。 

 今回の補正予算では、経済対策の追加内示

や国庫補助を活用した事業の関係で、３ペー

ジの９の国庫支出金が多くなっております。 

 13の繰越金は、今回の補正に伴う一般財源

に充てるものでございます。 

 また、15の県債は、天草空港の整備などに

充当するものでございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 歳出予算の内訳です。 

 １の一般行政経費では、経済対策の追加内

示や緊急雇用創出基金の活用等により、約６

億5,300万円を計上しております。 

 ５ページの２の投資的経費では、天草空港

の整備などで約10億1,400万円を計上してお

ります。 

 それぞれ説明欄に補正額に係る主な事業を

記載しております。 

 ６ページをお願いいたします。 

 ７ページにかけまして、今回の補正に伴い

必要となる地方債の補正の内容でございま

す。 

 続きまして、８ページをお願いいたしま

す。 

 専決処分の報告でございます。 

 ２件ございますが、いずれも鳥インフルエ

ンザ対策の関連でございます。 

 まず、上段の４月13日の専決は、鳥インフ

ルエンザの蔓延防止を図るため、防疫措置に

必要な経費について、２億2,500万円の補正

を行ったものです。 

 次に、下段の５月８日の専決は、５月８日

の移動制限区域の解除に当たりまして、養鶏

農家に対する経営支援や新たな発生に備えた

防疫資材の備蓄に係る経費につきまして、7,
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100万円の補正を行ったものでございます。 

 以上が予算関係の概要でございます。よろ

しくお願い申し上げます。 

 

○田代国広委員長 次に、関係課長から順次

説明をお願いします。 

 

○橋本私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 説明資料の10ページをお願いいたします。 

 私学振興費でございますが、補正額１億3,

300万円余をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 まず、私立学校施設耐震化促進事業でござ

いますが、今回の補正１億3,274万9,000円

は、認定こども園への移行を予定している私

立幼稚園が実施する耐震診断、耐震改築工事

に対する補助分を増額するものです。財源に

つきましては、全額国から交付される安心こ

ども基金でございます。 

 補正予算を計上する理由は、同事業につき

まして、単価改定等による国からの増額交付

がなされることとなったためでございます。 

 次に、国庫支出金返納金でございますが、

今回の補正110万6,000円は、高等学校授業料

減免事業等支援臨時特例交付金の特例措置分

に係る事業費確定に伴う残額の国への返還で

ございます。 

 尐し詳しく説明いたしますと、この特例措

置分というのは、私立高校等に在学する生徒

に支給している高等学校等修学支援金に関す

るものでございます。高等学校等修学支援金

は、保護者の所得に応じ、市町村民税所得割

額が一定の基準未満となる生徒に対し、加算

して支給を行っていますが、この基準が国の

税制改正により平成24年度の住民税から扶養

控除が見直されたことに伴い、この基準が変

更されました。 

 その際、事前に国が予告した基準と異なる

基準で実施されることになったため、予告さ

れた基準では対象となるが、実際には加算を

受けられない生徒が全国的に生じることとな

りました。 

 このため、国は、平成24年７月から、１年

限りの特例として、影響を受ける生徒につい

ても加算支給の対象とし、そのための財源と

して、平成24年度に高等学校授業料減免事業

等支援臨時特例交付金が国から県の熊本県高

校生等修学等支援基金に交付され、県では、

これをもとに、影響を受ける生徒に対して特

例措置による加算支給を行ったものでござい

ます。 

 なお、今回の補正予算は、この特例措置分

の実績残110万円に、交付金に係る基金利息

を加えて国に返還するものです。 

 国への返還手続につきましては、６月補正

予算成立後に、国の返納通知を受け返還する

予定です。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。 

 

○吉田交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 説明資料の12ページをお願いいたします。 

 計画調整費で２億1,100万円余の増額補正

をお願いしております。 

 説明欄をごらんください。 

 交通整備促進費の交通系ＩＣカード利用環

境整備事業でございますが、こちらにつきま

しては、別に配付しております資料で説明を

させていただきます。 

 別に配付しております交通系ＩＣカード利

用環境整備事業説明資料というものとポンチ

絵のほうをごらんください。 

 まず、経緯でございます。 

 交通系ＩＣカードにつきましては、平成21

年度から協議が開始され、県も早期導入に向

けた働きかけを行ってまいりました。 

 この件については、昨年度、関係者が一堂

に会する熊本市公共交通協議会の場で集中的



第３回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成26年６月24日) 

 

 - 5 - 

に議論が行われ、結果、市電は全国相互利用

カード、バス事業者等は地域カードを選択す

るに至りました。 

 ただ、県民の利便性の観点から、全国相互

利用カードが県内で利用できる片利用環境の

構築を目指すことが確認され、本年２月に、

県も支援の意向を表明したところでございま

す。 

 次に、全体イメージとして、このポンチ絵

のほうをごらんください。 

 点線で囲んでおります左側の枠が、全国10

種の全国相互利用カードや市電のでんでんｎ

ｉｍｏｃａを含む全国相互利用システムであ

ります。右下の点線枠が、バスや電鉄が導入

する地域カードでございます。その２つのシ

ステムを接続する中央付近の丸で囲んだ部分

が、今回補正予算に計上しております片利用

機能となります。平成28年３月の運用開始を

目標とする２カ年事業でございます。事業費

は約8.26億円になります。 

 資料にお戻りいただきまして、資料の裏面

をごらんください。 

 片利用機能支援理由でございますが、県内

の公共交通の利便性向上と４カ年戦略の推進

のため、片利用機能の導入への支援が必要と

判断させていただきました。 

 費用負担でございます。片利用事業の費用

については、事業者が２割を負担し、国庫補

助を控除した額を県と熊本市で折半する枠組

みでございます。県の負担は、最大でも片利

用事業費の３分の１であります。地域カード

導入に係る全体事業費の10％となります。こ

れはＴＯ熊カード導入時と同程度の負担割合

となります。今回、平成26年度の県負担部分

として、2.11億円を予算に計上させていただ

きました。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○橋本私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 資料の13ページをお願いします。 

 熊本県高校生等修学等支援基金条例の一部

を改正する条例についてでございますが、次

の14ページの条例案の概要で御説明させてい

ただきます。 

 先ほど補正予算案において、高等学校授業

料減免事業等支援臨時特例交付金の残額を国

に返還する旨御説明させていただきました

が、国への返還に当たり、この交付金を受け

入れた熊本県高校生等修学等支援基金の一部

を処分する必要があるため、関係規定を整備

するものでございます。 

 主な改正内容でございますが、国から交付

された交付金を国に返還するために要する経

費の財源に充てるために、基金の一部を処分

することができるよう、条例の附則において

定めるものでございます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○斉藤税務課長 税務課でございます。 

 資料の15ページをお願いいたします。 

 第５号議案熊本県税条例の一部を改正する

条例の制定についてでございます。資料17ペ

ージの条例の概要で説明申し上げます。 

 地方税法の一部改正に伴う改正でございま

す。 

 主な改正内容としまして、(1)は、地域間

の税源の偏在性の是正のため、地方法人税が

新たに創設されたことに伴い、法人県民税法

人税割の税率を1.8％引き下げるものでござ

います。あわせて、文言の整理を行うもので

ございます。 

 (2)は、地方法人特別税の規模を３分の２

に縮小し、縮小分３分の１が法人事業税に復

元されることに伴い、法人事業税所得割の税

率を引き上げるものでございます。 

 なお、(1)(2)とも、法人２税負担の変更は

ございません。 
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 次に、(3)は、新車登録から一定期間経過

した自動車の税負担を重くするグリーン化特

例が改正されたことに伴い、特殊用途車につ

きまして、地方税法改正の趣旨を踏まえまし

て、重課割合を現在のおおむね10％からおお

むね15％へ引き上げるものでございます。 

 施行期日は、(1)のアは、平成26年10月1

日、イは、平成28年４月１日、(2)は、平成2

6年10月１日、(3)は、公布の日でございま

す。 

 次に、説明資料の18ページをお願いいたし

ます。 

 第６号議案熊本県税特別措置条例の一部を

改正する条例の制定についてでございます。

資料19ページの条例の概要で説明申し上げま

す。 

 中心市街地の活性化に関する法律の一部改

正に伴う改正でございます。 

 主な改正内容といたしまして、中心市街地

の活性化に関する法律に定める商業基盤施設

を設置した者に対し、不動産取得税等を軽減

するとともに、減収分が交付税措置がされて

おりました規定が廃止をされました。これに

伴い、県税特別措置条例の規定を削除するも

のでございます。 

 施行期日は、中心市街地の活性化に関する

法律の一部を改正する法律の施行の日または

この条例の公布の日のいずれか遅い日でござ

います。 

 次に、資料の24ページをお願いいたしま

す。 

 条例改正に係る専決処分につきまして、御

報告を行い、承認を求めるものでございま

す。 

 第13号議案は、熊本県税条例の改正に係る

専決処分の報告及び承認についてでございま

す。資料39ページの条例の概要で説明申し上

げます。 

 条例の改正の趣旨としましては、平成26年

度税制改正に係る地方税法の改正のうち、本

年４月１日施行の部分につきまして、法と条

例の内容にそごが生じ、県民生活に支障を来

すことがないよう、３月31日に専決処分によ

り条例を改正し、４月１日に施行したもので

ございます。 

 ２、主な改正内容でございます。 

 まず、(1)不動産取得税でございます。 

 アは、中古住宅の耐震改修などを促進する

ため、中古住宅を取得後、耐震改修を実施し

た場合に係る不動産取得税の特例措置を新た

に設けるものでございます。 

 イは、新築住宅を取得しやすくするため、

新築住宅を宅地建物取引業者などが取得した

とみなして課税する期間を、住宅新築から１

年経過後に緩和する特例を２年間延長するも

のでございます。 

 ウは、優良住宅を普及促進するため、長期

優良住宅に認定された新築住宅について、課

税標準から控除額を1,300万円とする特例措

置を２年間延長するものでございます。 

 次に、(2)自動車取得税でございます。 

 アは、過疎路線用のバス取得に係る非課税

措置を２年間延長するもの、イは、自動車税

の税率を引き下げるとともに、環境性能にす

ぐれた自動車の普及促進を図るため、エコカ

ー減税について軽減割合を拡充するものでご

ざいます。 

 (3)自動車税でございます。 

 環境性能のすぐれた自動車の税負担を軽減

または重くするグリーン化特例の適用期限を

２年間延長するとともに、税負担を軽減する

軽課の対象車種にクリーンディーゼル車を追

加するとともに、重課について、現在のおお

むね10％からおおむね15％へ引き上げるもの

でございます。 

 最後に、(4)鉱区税でございます。 

 納税義務者として、特定鉱区において、試

掘権のみなし期間に試掘する者を加えるもの

でございます。 

 次に、資料の40ページをお願いいたしま
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す。 

 第14号議案は、熊本県税特別措置条例の改

正に係る専決処分の報告及び承認についてで

ございます。資料41ページの条例の概要をご

らんください。 

 改正内容としましては、企業立地の促進を

図るため、企業立地促進法に基づく同意集積

区域内において、不動産取得税の課税免除を

行う特例措置を２年間延長するものでござい

ます。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○原市町村行政課長 市町村行政課です。 

 資料の20ページをお願いいたします。 

 第12号議案市の境界変更についてでござい

ます。 

 地方自治法の規定によりまして、熊本市と

菊池市の境界の一部を変更するものでありま

す。 

 提案理由としましては、市の区域をまたが

って土地改良事業が行われたことによるもの

でございます。 

 土地改良事業の施行位置は、22ページの位

置図の矢印の区域でございます。熊本市と菊

池市の境界付近でございます。 

 23ページは、区域変更に係る図面で、お互

いに編入する区域を示しております。 

 土地改良事業の工事完了後に、地権者の間

で換地が行われますが、土地改良法では、換

地による一筆の区域が市町村の境界に渡るよ

うに定めてはならないとなっておりますの

で、今回、市の境界の一部を変更するもので

あります。 

 21ページにお戻りください。 

 真ん中ほどの参考欄でございますが、境界

変更の手続は、地方自治法第７条の規定によ

り、熊本市と菊池市の３月議会の議決を経

て、４月に知事に申請がなされております。 

 知事の決定に当たりましては、県議会の議

決を経ることになっておりますので、今回、

本議会での議決をお願いするものでございま

す。 

 本議会で議決いただければ、直ちに知事が

決定しまして、その旨を総務大臣に届け出、

大臣告知により境界変更の効力が生じること

になります。 

 施行期日は、９月１日を予定しておりま

す。 

 説明は以上です。よろしく御審議をお願い

します。 

 

○岡田危機管理防災課長 危機管理防災課で

ございます。 

 資料の42ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 平成25年６月補正予算において御審議いた

だいた広域防災活動拠点整備に要する費用で

すが、国の元気づくり交付金を活用した事業

で、県民総合運動公園、消防学校などに必要

な施設整備を行うもので、基本設計や関係者

との協議等に不測の日数を要したために繰り

越したものでございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○橋本私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 私立学校施設耐震化促進事業費ですが、予

算額のうち５億3,455万4,000円について、平

成26年度へ繰り越しさせていただいたもので

ございます。 

 今回繰り越し対象となったものは、幼稚園

の園舎３棟分の耐震改築に係る補助金の交付

決定額の全額でございまして、財源につきま

しては、全額国から交付された安心こども基

金を充てております。 

 繰り越しの理由ですが、関係機関協議等に

不測の日数を要したことによるものでござい

ます。  
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 私学振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○田原消防保安課長 消防保安課でございま

す。  

 資料42ページの上から３段目をお願いいた

します。 

 繰越明許費でございますが、県防災消防ヘ

リコプターのひばりに、ステップ及びホイス

トカメラを整備するものでございます。 

 機体整備を行う整備工場の確保に不測の日

数を要したため、繰り越したものでございま

す。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○横五地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 42ページ、一番下の段をお願いします。 

 「環境首都」水俣・芦北地域創造事業費の

繰越明許費の報告でございます。 

 これは環境省の補助事業を活用した市、町

への補助金で、内訳は、水俣市の湯の鶴温泉

保健センターの整備と津奈木町の津奈木川周

辺交流拠点整備に係る経費でございます。 

 繰り越しの理由につきましては、地域にあ

る自然エネルギーの調査検討や橋梁の整備箇

所の検討など、基本計画の策定に不測の日数

を要したため、１億5,839万円余を翌年度へ

繰り越したものでございます。 

 なお、両事業とも、既に実施設計の契約を

終えまして、来月７月に工事契約を行い、本

年度中に竣工の予定でございます。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○吉永文化企画課長 文化企画課でございま

す。 

 説明資料の43ページ、一番上の表の上段を

お願いします。 

 同じく、繰越明許費の報告でございます。 

 上段は、松橋収蔵庫広場整備事業費でござ

います。 

 これは松橋収蔵庫広場整備の実施設計に係

る経費でございますが、埋蔵文化財の確認調

査に日数を要したため、850万円余を翌年度

へ繰り越したものでございます。 

 なお、この広場整備事業につきましては、

設計、施工ともに今年度中に完了の予定でご

ざいます。 

 下段は、県立劇場施設整備事業費でござい

ます。 

 これは、県立劇場改修に係る各種工事の日

程調整に不測の日数を要したため、エレベー

ター改修事業費2,600万円余を翌年度へ繰り

越したものでございます。 

 なお、施工は、県立劇場が工事のため全館

貸し出し停止となる12月８日から３月４日ま

での間に実施し、工事完了の予定です。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○吉田交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 資料43ページの中段をお願いいたします。 

 まず「環境首都」水俣・芦北地域創造事業

費の繰越明許費の報告でございます。 

 これは全額国庫でございまして、肥薩おれ

んじ鉄道水俣駅舎の改修を行う水俣市に対す

る補助でございます。 

 駅舎の老朽化が想定していたより進んでお

り、基本設計に不測の日数を要したため、8,

204万円余を翌年度に繰り越したものでござ

います。 

 続きまして、大空港構想推進調査事業費及

び阿蘇くまもと空港広域防災拠点等整備事業

費でございます。 

 これらは、阿蘇くまもと空港が広域防災拠

点として対応するための駐機場整備に係る測

量、設計及び調査でございます。 

 繰り越しは、平成25年３月に国が南海トラ

フ地震による新たな被害想定を示したため、
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阿蘇くまもと空港の防災拠点化について精査

する必要が生じ、その結果、６月補正にて予

算対応することとなりました。 

 そのため、四季を通じて行うべき希尐動植

物に関する環境調査のうち、春、夏分につい

ては昨年度行うことができず、今年度実施す

る必要性が生じました。また、空港を管理す

る国から、計器着陸装置、ＩＬＳの電波への

影響等に関して、新たな調査、検証の指示が

出たことから、設計及び調査が年度内に完了

できなかったため、それぞれ890万余り、2,7

30万円余りを翌年度に繰り越したものでござ

います。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○家入情報企画課長 情報企画課でございま

す。 

 情報通信格差是正事業費の繰越明許費の報

告でございます。 

 これは市町村が実施する携帯電話基地局整

備に対する国費を財源とした補助事業でござ

いますが、平成25年度は、国の経済対策等に

よる工事発注が多かったため、整備を予定し

ていた八代市及び亓木村とも工事入札参加希

望の業者がなく、入札不調となり、年度内の

工事完了が困難となったため、２億8,319万

円を繰り越したものでございます。 

 なお、現在はいずれも発注済みであり、本

年８月末までには工事完了の予定でございま

す。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○斉藤税務課長 税務課でございます。 

 資料の44ページをお願いいたします。 

 報告第９号、職員による交通事故の和解及

び賠償額の決定についてでございます。資料

45ページで御説明申し上げます。 

 この事故は、平成26年２月27日に、天草市

城下町地内で発生したもので、天草広域本部

総務部税務課職員が、公用車で県税の収税業

務に向かう途中、物損事故を起こしたもので

ございます。 

 事故の状況としましては、前方を走行して

いた軽貨物車が減速したにもかかわらず、前

方不注意から衝突したものであります。 

 相手方との示談の結果、県の過失100％で

合意をし、損害賠償額は２万8,390円でござ

います。 

 なお、損害賠償額は、県が加入しておりま

す損害賠償保険で対応しております。 

 報告は以上でございます。御審議よろしく

お願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

了しましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。 

 質疑ありませんか。 

 

○荒木章博委員 42、43ページの明許繰越、

地方自治法の213条で定められているその明

許繰越、要するに執行ができなかったけれど

も、早急にできているという説明もありまし

たけれども、全庁的にどういう状況にあるの

か。 

 また、ことしは、割合にしては多かったの

か。大体、前々回かな、そのときはやっぱり

大水害とかいろんな大型のやつで1,000億を

超したと思うんですけれども、平均が大体50

0億ぐらいの繰り越しだと思うんですけれど

も、そういった中で、全庁の状況と、今言い

ました、ことしはどのぐらいの規模になった

のか。 

 もう一点は、この委員会にはないんですけ

れども、事故繰越の状況、その状況において

はどういうふうな状況なのか、この３点をま

ずお尋ねしたいと思います。 

 

○福島財政課長 財政課でございます。 

 まず、明許繰越の全庁的な状況でございま

す。 
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 25年度から26年度への繰り越しの額が、一

般会計で約717億円となっております。 

 ことしが多かったのかどうかという御質問

でございますが、昨年度は、委員のほうから

もお話がありましたとおり、24年度から25年

度の分につきましては、大型の経済対策があ

ったということ、さらに、熊本広域大水害の

関連事業もあったということで、約1,416億

円ございました。今回の倍ぐらいの規模でご

ざいました。これは過去最高の繰越額でござ

いました。 

 それに比べれば大分減っておるんですけれ

ども、平年ベースでは、これも委員のほうか

ら御紹介ありましたが、大体500億程度でご

ざいますので、今回は、それに比べますと20

0億円程度ちょっと多いという状況です。 

 要因としましては、今回も２月補正で経済

対策、まあ前回のよりは規模は小さかったん

ですけれども、それでも200億程度その分で

繰り越しをしておりますので、ちょうどその

分が平年ベースよりは多かったのかなという

ふうに分析をいたしております。 

 それからもう１点、事故繰越の御質問がご

ざいました。 

 事故繰越につきましては、今回、特に建設

資機材とか技能者の不足等の影響もありまし

て、予定していた工期がなかなか確保できな

いということで、農林水産部と土木部になり

ますけれども、約102億円の事故繰越があっ

ております。あす、農林水産、建設の両委員

会でも報告がなされる予定となっておりま

す。 

 状況としては以上でございます。 

 

○荒木章博委員 わかりました。 

 状況はよく理解はできるんですけれども、

やっぱりこれだけの繰り越しというのは、い

かにその予算を執行していくか、それがやっ

ぱり一番の景気回復につながるものだという

ふうに思うんですね。 

 そういった問題で、やっぱり全庁的にこれ

も取り組んでいかなきゃいけないことだと思

いますけれども、今繰り越しの事業の説明は

受けたわけですけれども、全体でどの程度終

わったのか、そこをちょっとお尋ねしたい。

今年度の当初予算を含めた数字についても教

えていただきたいと思います。 

 

○福島財政課長 財政課でございます。 

 今年度の執行状況ということでございます

が、契約が済んでいるものについての割合に

ついて御報告いたします。 

 ５月末現在で、まず、先ほど申し上げまし

た繰り越しの関係につきましては、既に53.7

％契約が済んでおります。半分を超えたとこ

ろでございます。それと、今年度の当初予算

の分を入れたところの契約率となりますと、

26.1％という状況でございます。 

 経済対策も含めて、当初予算合わせまして

早期執行というのが非常に重要でございます

ので、財政課のほうからも、４月に、各部に

対して、事業の早期実施に適切に対処するよ

うに通知等もいたしているところでございま

す。 

 状況としてはそういうところでございま

す。 

 

○荒木章博委員 ありがとうございます。 

 先ほどもちょっと申し述べましたけれど

も、いかにやっぱり全庁一丸となってこの明

許繰越に対する対応の仕方をやっていくかと

いうのは、やっぱり総務部長の各課に対する

呼びかけを含めて、これは一番の大切な県内

の景気回復、これだけの執行ができるよう

に、まあできて進んでいるところも半分以上

だと聞いていますけれども、これもいち早く

100％にできるように予算執行をお願いした

いと思いますけれども、総務部長のお言葉も

ちょっといただきたいなと思いますけれど

も。心構えを。 
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○岡村総務部長 ただいま財政課長も答弁い

たしましたように、早期執行ということで、

これは県のほうとしましても、アベノミクス

等々の効果を県内にいち早く波及させるとい

う観点もございます。そういったことから、

早期執行という形での文書通知等々も発出を

させていただいて、ただいま申し上げました

ような取り組みを、特に事業部等々につきま

してはお願いをしておるところでございま

す。 

 あと、それに対しましていろいろ必要なも

のがあれば、総務全体で、例えば人員の問題

であるとか、いろいろ必要となってくる部分

もございます。そういったものにつきまして

も、いろいろ御相談に応じながらちゃんとや

っていくということで努めておりますので、

今後ともそういった形で努めてまいりたいと

思っております。 

 

○荒木章博委員 前半は終わります。 

 

○内野幸喜委員 ちょっと今事故繰越の話が

出ましたものですから、ちょっとお伺いした

いんですけれども、今回102億円と。その当

時を考えると、熊本広域大水害があって、さ

らに建設業の人手不足、さらに資材等の高

騰、入手困難というのがあって、非常に厳し

い状況の中だったと思います。ただ、他県で

は、事故繰りというのは、例えば大分である

とか福岡であるとかというところは比較的尐

なかった、もしくはなかったというように聞

いているんですね。 

 今回、この事故繰りについては、もう本当

やっぱり今回限りだという意識を持たないと

いけないと思うんですけれども、その点はど

うでしょうか。 

 

○福島財政課長 今委員御指摘のとおり、事

故繰りというのは、その名のとおり、基本的

には年々そうない状況でございまして、今回

の額というのは、そういう意味では大きかっ

たものでございます。 

 これをいち早く執行してもらうというこ

と、そういう意味では、先ほど御紹介した繰

り越し、明許繰越だけで700億円ありますの

で、そういう意味では、それをいち早く執行

して事故繰りがないようにということで、こ

れも常に土木部、農林水産部と話をよくして

いるところでございます。まずは、そこの執

行から優先してやってほしいということを言

っております。 

 他県との比較については、済みません、ち

ょっと財政課のほうで詳しく把握しておりま

せんので、申しわけございません。 

 

○内野幸喜委員 いずれにしろ、これはいろ

んな、特に先ほど土木のほうの事故繰りが多

いということで、いろんな厳しい環境、状況

があるのはわかっていながらも、やはり建設

業者の方々にも努力を促していかなければな

らないのかなと思っていますので、その点は

――きょう、ここは総務常任委員会ですけれ

ども、建設常任委員会、土木部等とも、その

辺は情報を共有しながらやっていただければ

なというように思います。 

 

○岩下栄一委員 私学ですかね。認定こども

園の耐震化等の話がありましたけれども、本

県の耐震化率というのは、今どの程度のとこ

ろを行っているんですか。公立、私立、いろ

いろありましょうけれども。 

 

○橋本私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 ただいま耐震化率の状況ということで御質

問ありましたけれども、平成26年度の――例

年４月１日現在で取りまとめておりますけれ

ども、現在精査中であります。 

 参考までに、平成25年度、昨年４月１日現
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在の耐震化率でございますが、幼稚園、中

学、高校合わせて62.5％の耐震化率となって

おります。今年度、４月１日現在でございま

すけれども、精査中ではございますが、昨年

度より５％以上は伸びる見込みでございま

す。 

 公立に比べて私立の状況でございますけれ

ども、公立のほうは、ほとんど95％以上、小

中高校、耐震化率が進んでおりまして、私学

のほうがちょっとまだまだおくれている状況

でございますので、今年度、ちょっと補正予

算等をもとに耐震化をさらに促進させていき

たいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○岩下栄一委員 南海トラフも近々やってく

るかもしれないという、非常に、何といいま

すか、不安な状況がありますので、ぜひ100

％を目指して耐震化をお願いしたいと。特

に、公立に比べて私立の耐震化が低いわけで

すから、公私の格差の一つでもあるんです

ね。そういう点で、ぜひ私立学校のほうもこ

の耐震化率の向上をお願いしたいと思いま

す。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○内野幸喜委員 鳥インフルの件ですね。前

回の委員会でもちょっとお話ししたんです

が、実はその後、私、宮崎県、鹿児島県の県

議会議員の方とお話しする機会があって、非

常に熊本の対応はよかったんじゃないかと言

われました。 

 その際、前回の委員会でも話したんですけ

れども、本当に職員の方、大変なお仕事だっ

たと思います。その後のケアについては、そ

の後どうなったか、ちょっとお聞かせいただ

きたいと思います。 

 

○岡村総務部長 ケアということでございま

すが、主に、いわゆる肉体的な健康と精神的

な面、両方あろうかと思いますが、肉体的な

面につきましては、健康福祉部のほうが中心

となりまして、一定の期間、一定の条件のも

とできちっと追跡して健康調査するというこ

とになっておりまして、そちらのほうでは異

常ないということでなってございます。 

 メンタル面につきましても、総務部のほう

で臨時的にきちっと相談する窓口をつくりま

して、これは県職員のみならず、従事された

いろんな方々にもそういう情報を流しまし

て、御相談があればお受けしますということ

でアナウンスをさせていただきました。 

 その結果、職員がたしか４名ほど相談に来

たというふうに聞いておりますけれども、そ

れも一過性的なものでありまして、特に心配

するほどのことはないということで、そうい

ったメンタル面につきましても異常ないとい

うことで整理をさせていただいたところでご

ざいます。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩下栄一委員 きょう、資料を配っていた

だいて、交通系ＩＣカード利用環境整備事業

の御説明を受けましたけれども、先般、池田

和貴議員の本会議の質問で、知事が一応頭を

下げられたと、一本化できずに申しわけなか

ったということでありましたけれども、いろ

いろ努力をされたことは承知しております。

一本化できなかった理由について、再度執行

部から御説明願いたいと思います。 

 

○錦織企画振興部長 もともとの最初の経緯

の部分から若干御説明させていただきます。 

 ＩＣカードにつきましては、現行のＴＯ熊

カードの関連機材が今後生産されないという

ことが明らかになった時点から、具体的にＩ

Ｃカード導入に向けてどのような議論をして
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いかなきゃいけないのかということが、関係

事業者、県、市の間で非公式に長年議論され

てまいりました。 

 その中で、当初より市は全国相互利用型の

カード、そして、地域のバス事業者等の立場

としては地域カードということで議論が平行

しておりました。その中で、県としては、積

極的にこの一本化を図ってきたところでござ

います。 

 それが、昨年、ちょうど今ごろでございま

すけれども、市のほうが全国相互利用カード

に決したという判断をいたしましたところ、

それでもなお県といたしましては、このカー

ドがうまく地域と接続できるように、なるべ

くその一本化が実体的に図れるように図った

ところでございますが、残念ながら、調整の

結果、それがかなわなかったというのが現実

でございます。 

 一方で、その後、バス事業者の側でも判断

をせざるを得なくなったところでございます

が、バス会社は、地域カードをその後決定し

たということでございます。 

 企画振興部の担当者においては、全身でこ

の対応をすべく、調整の努力をいたしたとこ

ろでございますが、残念ながら、その実現が

できなかったということでございます。 

 本件に関しましては、県議会の先生の方々

を初め、関係者の皆様方に御心配をおかけし

ましたことを、企画振興部長としておわび申

し上げたいと思います。申しわけありません

でした。 

 そこでですが、今回システムが２つに分か

れたからといって、県民の方々あるいは県外

からおいでになられる方々の利便に不便をも

たらしてはいけないというぎりぎりの判断と

して、この両者をつなぐ県が、全国相互利用

カードであっても、県内のバス等で使える片

利用システムを支援すべく、関連の予算をお

願いいたしたところでございます。 

 さきの一般質問の中で、知事のほうから、

ＩＣカードを一本化できなかったことについ

てじくじたる思いと答弁されましたが、執行

部も同じ思いを抱いております。 

 経緯といたしましては、こういうことでご

ざいます。 

 

○岩下栄一委員 経緯はよくわかっておりま

す。 

 結局、市との連携が十分でなかったという

点も一つあると思うんですけれども、結局何

のためのＩＣカードかというと、県民ないし

は旅行者の利便ということですよね。その利

便性が尐しでも向上するということが私たち

の願いでありますし、そこで、ＴＯ熊カー

ド、これは併用できるわけですかね。 

 

○吉田交通政策課長 地域カードにつきまし

ては、来年の３月を導入の目標としてやって

おります。ＴＯ熊カードにつきましては、現

行のものにつきましては、地域カード導入

後、一定期間を経て廃止という形になってい

ます。 

 

○岩下栄一委員 わかりました。 

 

○荒木章博委員 今、県、市の、要するに連

絡というか、会議というのは、何回ぐらい行

われて、どなたが出席されたんですかね。 

 

○吉田交通政策課長 済みません、回数はち

ょっと数えないとわからないんですけれど

も、会議の場とすれば、熊本市公共交通協議

会というのがございまして、そちらに交通政

策課長――委員でございますので、公の場と

しては、そこに交通政策課長が参加をしてい

たという形でございます。 

 

○荒木章博委員 いや、参加していたじゃな

くて、それは記録があるはずですよ、議事録

とか。何回参加したのか。話にならぬ、それ
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は。 

 

○吉田交通政策課長 公共交通協議会につき

ましては４回、その下に設けられた導入連絡

会については３回開催されております。計７

回でございます。 

 

○荒木章博委員 まあ、もう蒸し返すことは

ない、知事もあれだけ本会議場で陳謝をされ

ると。私としては、まことにこれは残念なん

ですけれどもね、知事が陳謝をされるなん

て。 

 しかし、錦織部長も全力で取り組まれたこ

とだと、私は部長の性格からしてそういうふ

うに思っているんですけれども、それはそれ

として、地域カードの今後の付加価値をやっ

ぱり高めていくということが、私は、今回は

一番大事なことだというふうに思うんです

ね。そういったことについて、どういうふう

に。担当課長でもいいですけれども。 

 

○吉田交通政策課長 委員御指摘のカードの

価値を高めるということでございますが、地

域カードについては、今後、さまざまな独自

サービスが事業者のほうにおいて今検討をさ

れているというふうに聞いておりますので、

県といたしましても、県民の利便性の向上の

観点から、さまざまな県民のためになる利便

性の高いサービスが提供されるよう、強く働

きかけてまいりたいというふうに考えており

ます。 

 

○荒木章博委員 いいです。もうあえて、部

長まで陳謝をされましたから、この件につい

てはもう言いたくありませんので、今後付加

価値について努力をしていただきたいと、か

ように思っております。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員 私も、そもそも論について

は、この間の知事の答弁、そして、今の錦織

部長の答弁からも――なかなかわかりづらい

んですけれども、恐らくここに書いてあるよ

うに、バス事業者等は、コスト面、独自の利

便性向上等の理由から地域カード導入という

ことなんだろうと思います。ただ、一つ残念

なのが、私は、やはり小異を捨てて大同につ

けなかったのかなというように思います。 

 そこでちょっとお聞きしたいのが、この

前、知事が、我が党の池田議員の質問に答え

る形で、じくじたる思いがありますと、県の

調整に期待された――我々はいいんですけれ

ども、県議会、さらには県民の皆様に心より

おわび申し上げますと、これは知事として率

直なおわびの意を表したと思うんですけれど

も、果たしてこれは知事がおわびすることな

のかなと実際思うんですね。これだけ知事が

議会の中でおわびしたことについて、果たし

てバス事業者の方々はどのような認識でいら

っしゃるのかというのをちょっとお聞きした

いと思います。 

 

○吉田交通政策課長 委員御指摘がございま

したが、バス事業者においても、今厳しい経

営環境の中、さまざまなことを考慮された上

で、今回地域カードの導入を決められたと。

そういう中で、先般、知事が陳謝いたしまし

たが、非常に重くそれを受けとめているとい

うふうに聞いております。 

 

○内野幸喜委員 まあ、重く受けとめている

という――本当にこの地域カードを導入する

に当たって、県費を投入する以上は、我々

も、その地域カード、先ほど荒木委員がおっ

しゃったように、付加価値を高めると、これ

がやっぱり大事だと思いますので、ＴＯ熊カ

ードについては10％のプレミアムがつく、今

回の地域カードについては、場合によっては

そこまでいかないんじゃないかという話があ

ります。地域カードについても、期間を限定
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されて、行く行くは使えなくなると。そのと

き、果たして、じゃあこの地域カード自体の

普及自体はどうなのかなと。果たして、県費

を投入して、それだけの普及効果があるのか

というのも疑問に思ってくるんです。その点

はどうでしょう。 

 

○吉田交通政策課長 委員御指摘の普及の面

でございますが、そういう普及の面でも、地

域カードというものが真に県民にとって魅力

ある、利益のあるものになる、そういうとこ

ろで独自サービスというものが重要になって

きますので、繰り返しになりますけれども、

そういった独自サービスというものが提供さ

れるよう、我々としても働きかけをしてまい

りたいと考えております。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○錦織企画振興部長 つけ加えさせていただ

きますが、今回ＩＣカードの地域システムの

ほうを導入する際には、私どもも、この事業

がきちんと継続性を持って安定的に運営され

るかどうか、それから、導入コストの妥当性

が本当に正しいのかということについても、

精緻に検討いたしました。数字を確認した上

で、それがある程度確認できたということで

支援を決定したわけでございます。  

 ただ、いずれにいたしましても、ＩＣカー

ドの初期投資というのはかなり額が大きゅう

ございます。これを、恐らく今後プレミアム

分を若干なりとも減らす形で、そこから投資

資金の回収をしていくという部分もかなりあ

ろうかと思っております。 

 ですから、この問題は、民間企業の経営方

針、事業戦略に係ってくる部分が多いかと思

います。そうした中であっても、県といたし

ましては、十分に県民にそのＩＣカードの利

益が均てんされるよう働きかけてまいりたい

と思っておりますので、御指導をよろしくお

願いいたします。 

 

○前田憲秀委員 私も、ＩＣカードに関して

は、常にお訴えをさせていただいた立場とし

てお尋ねをしたいんですけれども、先ほど部

長――まあ、今回は本会議で知事がああいう

謝罪をされたので、それ以上のものはないと

は思うんですけれども、部長は、強く働きか

けてきたとこれまでの経緯を説明されたんで

すが、果たして具体的にどういう働きかけを

したのかは、端的に何かお示しいただけます

か。 

 というのが、私も再三――最初に、部長

は、非公開時にということだったので、言え

ない部分もあったのかもしれないですけれど

も、私は再三、いろんな形で関係者の方にも

お話をしてきたところなんですけれども、そ

こで聞いた話は、何も県としては動く余地が

今ありません、見守りますというイメージだ

ったんですけれども、そこはやっぱり違った

んですかね。そこをちょっとお尋ねしたいん

ですけれども。 

 

○錦織企画振興部長 この議論は、先ほど申

し上げましたとおり、数年前から始まってお

ったところでございますので、それぞれの事

業者の考え方は、基本的にはそれぞれ別個に

ということであったわけですが、その中で

も、各事業者の考え方がやややっぱり時間が

たつにつれて変わってきたところもございま

す。 

 そうした経緯もありますものですから、そ

して、それぞれの事業判断というのは、すぐ

れて各事業主体の営業の話でございますの

で、今この公の場で、私どもとして、具体的

に民間あるいは市がこういう方針を提示し

て、私どもがどうあるべきだと提案したとい

うことを、ここで明らかにさせていただくの

は差し控えさせていただきたいと思います。 

 ただ、いずれにせよ、それぞれに立場があ
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って、お互いの推薦するシステムがすぐれて

いるのだという御説明をいただいておりまし

たものですから、どちらが正しくてというこ

とではなく、やはり最終的に議論を詰めた上

で一本化ができるか、できないかという、そ

ういう問題であると思っております。 

 そうした中で、一本化できなかったことに

ついては、我々として、おわび申し上げなき

ゃいけないと思っております。その際に、我

々が全く何もしなかったということではない

ということだけは御理解いただければと思い

ます。 

 

○前田憲秀委員 わかりました。働きかけの

具体的な内容は、これ以上はお聞きはいたし

ません。形として、今こういう形に今回なっ

たわけですけれども、じゃああと１点聞かせ

ていただきます。 

 ここのこれまでの経緯の中で、昨年の７月

に、いわゆる「全国相互利用カードが県内で

利用できる「片利用」環境の構築を目指すこ

とを確認」とありますね。いわゆる、市電は

全国相互型でいく、バス事業者は地域カー

ド、ハウスカードを使うので、片利用の環境

の構築を目指すことを確認と、７月の時点

で。これは、昨年の９月の議会でも私も代表

質問しましたし、当時の総務委員会でも議論

が出たと思うんですけれども、そのときの県

の支援のスタンスとしても、今の部長の答弁

のような記憶がございますけれども、全く今

と変わりませんか。 

 

○錦織企画振興部長 御質問の正確な趣旨の

ところがちょっと把握しかねましたので、こ

のときの「全国相互利用カードが県内で利用

できる「片利用」環境の構築を目指すことを

確認」という部分について、当時、県がどう

いう立場であったのかということを御説明申

し上げたいと思います。 

 このときに、まさに片利用環境をつくるの

かどうかという議論に入っていったわけでご

ざいます。それまでの単にシステムを一本化

できるのかどうかという次の段階の問題とし

て、片利用環境をつくるべきではないかとい

う議論に入っていった段階でございました。 

 その中で、県としては、まず、その前に事

業主体として、事業者自身がその意思を確定

する必要があるということで、その判断を調

整していたということでございまして、この

段階でまだ県として支援をする、しないとい

うことを公表していたわけではないですし、

その支援が必要なのかどうかも、必要な判断

がまだできる材料がございませんでしたの

で、それを公の議論の場で求めていって以

後、精緻に財務状況等をチェックした上で、

だんだんと支援の必要があるという判断に入

っていくと、そういうタイミングがこの25年

の７月の段階であったように記憶しておりま

す。 

 以上です。 

 

○前田憲秀委員 もうあんまりしつこくはい

たしませんけれども、結論からすると、この

昨年の７月確認されたことを県が支援する予

算を今回出されているわけですよね。知事の

謝罪の一般質問もございましたけれども、そ

れまでの経緯を、やはりしっかりと県の側と

しても説明が必要だったのではないかなと思

うんですけれども、その点はいかがですか。 

 

○錦織企画振興部長 昨年の９月議会の中で

も、ＩＣカード関連につきましては御質問い

ただいておりました。その中で、県の立場と

して、個別の論点として、こういったものが

確認されないと判断ができないということ

で、一定の枠組みについては御説明したと考

えております。それから、公の場におきまし

ても、県として、これこれの事項につき確認

をしていただけなければ、それは支援する、

できないが判断できませんということについ
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ても、公に御報告させていただいておりま

す。 

 ただ、この議論につきましては、９月議会

以降、いろいろ動きがございまして、それに

つきましては、各委員会の要路の先生方には

御説明しておるところでございますが、最終

的な費用負担の水準の決定につきましては、

本議会の直前の決定となりました。その過程

で十分な説明ができなかった点があるとすれ

ば、それについては、改めておわび申し上げ

なければならないと思っております。 

 今後、予算にかかわる案件につきまして

は、今回の件を肝に銘じ、これまで以上に連

絡なり、意思疎通を議会の皆様と図っていき

たいと思っておりますので、よろしくお願い

申し上げます。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございます。 

 私も、推進をとにかくするべきだとお訴え

をさせていただいた立場として、今回片利用

型ということなんですけれども、結論から見

れば、この熊本が今度、再来年の３月、４月

から導入されるであろうこの片利用の方式と

いうのは、聞けば全国でないパターンですよ

ね。それの確認ですけれども、いかがです

か、課長。 

 

○吉田交通政策課長 片利用そのものについ

ては、全国で１例ございますが、委員御指摘

の同じ地域内に片利用と全国相互利用型が併

存するという形では、全国には例はございま

せん。 

 

○前田憲秀委員 そういう意味では、広島あ

たりも同じような形がありますけれども、全

国のカードが使えるのは限られているんです

よ。今10枚と言われていますけれども、ＪＲ

九州のＳＵＧＯＣＡのカードは広島では使え

ないんですよ。ただ、熊本の場合は、北海道

のカードでも片利用で使えるということで間

違いないですよね、課長。 

 

○吉田交通政策課長 委員御指摘のとおりで

ございます。 

 

○前田憲秀委員 であれば、こうなった以上

は、しっかりやっぱり熊本モデルといいます

か、いろんなことを――県費も投入するわけ

ですから、遠慮なく意見をして、こういうふ

うに利用したらいいんじゃないかということ

を、効果をしっかりと今度はアピールをして

いただきたいなということを要望させていた

だきたいと思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかに質疑はありません

か。――なければ、これで付託された議案等

に対する質疑を終了します。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号から第６号まで及び第12号から第

14号までについて、一括して採決したいと思

いますが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 異議なしと認め、一括し

て採決いたします。 

 議案第１号外８件について、原案のとおり

可決または承認することに御異議ありません

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外８件は、原案のとおり

可決または承認することに決定いたしまし

た。 

 

○内野幸喜委員 第１号議案に対して、附帯

決議(案)を提出したいと思いますが、よろし

いでしょうか。 

 

○田代国広委員長 提出を認めます。 

 第１号議案に対し、内野委員から附帯決議
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(案)が提出されましたので、事務局から案を

配付させます。 

  （事務局附帯決議(案)配付) 

○田代国広委員長 内野委員から、その趣旨

説明をお願いします。 

 

○内野幸喜委員 決議案を今事務局のほうか

ら配っていただきました。 

 ここの中に書いてありますとおり、２点に

ついて、関係事業者に対して強く働きかけ、

実現を目指すことということで記させていた

だいております。 

 この間の知事の答弁の中にも、貴重な公的

資金を投入する以上は、ＩＣカードを導入す

る関係事業者が、利用者の視点を第一にサー

ビスの充実強化を図る責任があると考えます

とおっしゃっています。まさにそのとおりで

あると思いまして、まず１点目、日常生活の

重要な移動手段として、公共交通機関を利用

している高齢者や学生に対するサービスにつ

いて最大限努力すること、２点目として、地

域カードの導入により、利用者の利益や地域

経済の活性化に資するさまざまな独自サービ

スが提供されるなど、県民にとって利便性の

高いカードとすること、以上２点について、

附帯決議として出させていただきたいという

ように思います。 

 

○田代国広委員長 附帯決議(案)について、

質疑ありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 なければ、これで質疑を

終了します。 

 それでは、附帯決議(案)について、採決し

たいと思います。 

 附帯決議(案)を本委員会提出議案として委

員長名をもって議長宛て提出することについ

て、挙手により採決します。 

 本提案に賛成の委員の挙手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○田代国広委員長 全員賛成です。したがっ

て、本提案は可決されましたので、熊本県議

会会議規則第14条第２項の規定に基づいて、

総務常任委員会提出議案として、この附帯決

議(案)により議長宛て提出することにいたし

ます。 

 次に、本委員会に付託されました請願を議

題とし、審査を行いますが、請第46号消費税

増税の撤回を求める意見書提出を求める請願

については、国のレベルの問題でありますの

で、執行部からの説明は省略いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第46号については、いかがいたしましょ

うか。 

  （｢不採択」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 不採択という意見があり

ますので、不採択についてお諮りいたしま

す。 

 請第46号を不採択とすることに御異議あり

ませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

よって、請第46号は、不採択とすることに決

定いたしました。 

 次に、請第47号川内原発再稼働に際し、避

難者受け入れに関する国への意見書の提出を

求める請願についてを議題とし、審査を行い

ますが、これについて質疑はありませんか。 

  （｢なし」｢採択」｢不採択」と呼ぶ者あ

り) 

○田代国広委員長 採択、不採択両方の意見

がありますので、採択についてお諮りいたし

ます。 

 請第47号を採択とすることに賛成の委員の

挙手を求めます。 

  （賛成者挙手) 

○田代国広委員長 挙手尐数と認めます。よ

って、請47号は、不採択とすることに決定い

たしました。 

 次に、閉会中の継続審査についてお諮りい



第３回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成26年６月24日) 

 

 - 19 - 

たします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 御異議なしと認め、その

ように取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から報告をお願いしま

す。 

 

○原市町村行政課長 市町村行政課でござい

ます。 

 ①の市町村合併についてと②の地方自治法

の一部改正等につきまして、一括して御報告

をいたします。 

 まず、市町村合併の検証について御報告い

たします。 

 市町村合併の検証につきましては、昨年度

も当委員会で経過報告いたしておりますが、

26年度に入りまして具体的な検証作業を開始

しておりますので、本日は、その状況につい

て御報告いたします。 

 １ページは、これまでもお示ししておりま

すが、参考までに本県の合併の状況を添付し

ております。 

 それでは、２ページをお開きください。 

 検証の目的につきましては、枠囲みのとお

り、多くの合併市町村が今年度合併10周年の

節目を迎えますので、それを契機としまし

て、客観的かつ総合的な合併の検証を行って

いるところでございます。 

 ３の検証の方針でございますが、検証に当

たりましては、①客観性の確保、②住民の声

の反映、③データに基づく分析の方針で検証

を行っているところでございます。 

 ４の検証スケジュールでございますが、４

月に熊本県立大学に業務を委託し、あわせて

有識者会議の設置を行っております。５月21

日には、第１回の有識者会議を開催いたしま

した。 

 今後、有識者会議のほうは、９月から10月

にかけてと翌１月ごろにかけて、２回開催す

る予定です。12月までにはアンケートやデー

タ分析等の取りまとめを行い、来年３月まで

には結果の公表を予定しております。県議会

にも、適宜報告をいたします。 

 続きまして、３ページでございますが、県

立大学に委託しておりますが、県立大学にお

かれましては、ごらんのとおり、行政、財政

の専門家から成る合併検証調査・研究プロジ

ェクトチームをつくっていただき、検証に当

たっておられます。 

 ６番の有識者会議でございますが、役割と

しましては、さまざまな専門分野の視点から

意見や助言をいただくこととしております。 

 委員は、ごらんのとおり10名で、学識経験

者、市町村長、住民代表等の分野から選定を

いたしております。 

 去る５月21日に第１回会議を開催しまし

て、各委員からは、検証の進め方やアンケー

トの内容等につきまして、３ページの下段か

ら４ページの中段にかけまして、多くの貴重

な御意見をいただきました。各委員からの意

見を参考にいたしまして、現在アンケートを

修正して発送しているところでございます。 

 ４ページの中ほど、アンケートとヒアリン

グの対象につきましては、ごらんの表のとお

りでございます。 

 (2)ですが、今回、県内で初めて合併に関

して県民を対象としたアンケートを実施して

いるところでございますが、対象者数は、市

町村の協力を得まして、住民基本台帳から無

作為に抽出しました20歳以上の男女3,000人

に対して、現在アンケートを発出していると

ころでございます。 
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 ５ページの上段は、合併市町村ごとの対象

者数、それと対象者数の考え方を示しており

ます。 

 ５ページの(3)ですが、住民以外にも、地

域団体に対しましてもアンケートを実施して

おります。商工会、商工会議所、農協、自治

会、町内会、それと合併に伴いできておりま

す地域審議会等に対しまして、団体アンケー

トも実施しているところでございます。 

 ６ページからは、参考までに、現在住民等

に出しておりますアンケートでございます

が、本来であればアンケートはＡ４の表でご

ざいますが、合併と非合併、対比しやすいよ

うに縮小して見開きで添付しております。 

 今後、このアンケートを７月にかけて回収

いたしまして、７月から８月にかけて、アン

ケート内容を確認するヒアリングを予定して

おります。今後も県議会には、適宜進捗状況

を報告してまいります。 

 続きまして、地方自治法の改正について御

説明をいたします。 

 資料の１ページをお開きください。 

 地方自治法の一部改正があっております。

ちょうど１年前に、第30次地方制度調査会と

いうのがありまして、そこから安倍総理に対

しまして答申がなされております。(1)の社

会環境の変化あるいは(3)の地方圏の抱える

課題等について答申があり、この答申をもと

に、今回法律の改正がなされたところでござ

います。 

 ２ページ、３ページをごらんいただきたい

と思います。 

 ２ページは、１年前の答申の内容でござい

ます。右側が、それを受けた法改正の内容で

ございます。 

 ３ページをごらんいただきたいと思いま

す。 

 政令指定都市につきまして、見直しが行わ

れております。 

 現在の行政区に代えまして総合区を設け、

議会の同意を得て選任される特別職の総合区

長を置くことができるとされました。ただ、

設置は義務づけられてはおりませんので、総

合区を設置するかどうかは各政令市の判断と

なります。 

 区と総合区の違いは、表に記載のとおりで

ございます。 

 次に、②でございますが、二重行政の調整

機関としまして、指定都市都道府県調整会議

の設置が、こちらは義務づけられておりま

す。なお、本県では、既に知事と市長をメン

バーとします県市政策連携会議があります

が、このような会議を位置づけることも可能

とされております。 

 (2)は、中核市と特例市の統合が行われた

ところでございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 ４ページは、地制調の答申の中で、新たな

広域連携の仕組みの整備について、答申が２

点なされております。 

 それを受けまして、５ページをお願いいた

します。 

 地方自治法の中で、法改正によりまして、

まず①でございますが、「連携協約」制度の

創設がなされました。その例としましては、

例示をしておりますが、Ａ、Ｂ、Ｃの市町村

が、それぞれの役割分担を議会の議決を経て

協議により連携協約で締結するとなります。 

 ただ、この連携協約だけでは法的な実効性

がございませんので、従来からあります事務

委託の制度や、新たに創設されます事務の代

替執行などの具体的な手続を改めてする必要

がございます。 

 次に、②の「事務の代替執行」制度の創設

でございます。 

 こちらも、例示のほうをごらんいただきた

いと思います。 

 市町村道の維持管理業務におきまして、従

来の事務委託では、町の維持管理の権限が県

に移管されることになり、委託を受けた県側
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の基準によるとなっておりましたが、今回の

事務の代替執行では、権限は町に残るため、

町の基準に基づいて県が維持管理するという

制度になっております。これによりまして、

従来の事務委託制度よりも、事務を任せる側

の意向を反映することが可能となっておりま

す。 

 ６ページをごらんください。 

 こちらは地方圏における市町村間の広域連

携についてです。 

 これは答申はあっておりますが、法律の改

正を伴わない取り組みでございます。 

 (1)は、地方中枢拠点都市です。要件とし

ましては、参考欄にありますとおり、地方圏

の指定都市等となっておりますので、本県で

は熊本市が該当いたします。 

 地方中枢拠点都市では、中段の①②③の役

割によりまして、東京などの大都市圏に対し

て、広域の地域ブロックごとに人口減尐を防

ぐ拠点づくりが期待されているところでござ

います。 

 ６ページ下段の(2)、定住自立圏ですが、

同じような目的で、こちらは平成20年度に創

設されております構想でございますが、各エ

リアの中心市と近隣の市町村が、集約とネッ

トワークの考え方で役割分担、連携をして、

圏域全体で定住促進を図るという目的でござ

います。 

 ７ページをごらんください。 

 上段は、定住自立圏に向けた手続を書いて

おります。 

 ７ページの中段以降の参考図は、現時点の

定住自立圏の取り組み状況を図示しておりま

す。 

 最後に、８ページをお願いいたします。 

 ４番の地方圏での広域連携のイメージでご

ざいますが、これまで御説明しました地方圏

での新たな広域連携先を含めたイメージ図で

ございますが、市町村間の横の連携、いわゆ

る水平補完を優先としながらも、それが困難

な地域が仮にあるようであれば、図のよう

に、県との連携、垂直補完が想定されている

ところでございます。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○吉田交通政策課長 天草エアラインの機材

更新等に関する報告をさせていただきます。 

 資料をごらんください。 

 平成26年２月議会本委員会におきまして、

天草エアラインの機材更新については、現有

機材は整備の高どまり等が懸念され、早期に

結論を出す必要があるとの報告を行いまし

た。その後、引き続き、天草市、上天草市、

苓北町、天草エアライン及び県の５者による

協議を行ってまいりました。その結果、天草

エアラインの事業規模等を考慮し、ＡＴＲ42

－600が最適の機材であるとの結論に至りま

した。 

 機材購入費は、地元２市１町で負担、発注

に必要な費用等は、天草市が６月議会におい

て補正予算を上程し、可決されたところでご

ざいます。なお、１市２町間の負担割合につ

いては、今後協議を実施されるとのことで

す。 

 また、これまで県２地元１の割合で負担し

ていた機材整備費用につきましては、県１地

元１へ変更となる予定でございます。 

 新機材の離発着には、天草空港の滑走路の

舗装強化が必要となりますが、この工事は、

土木部港湾課が本６月議会に補正予算案を上

程し、建設常任委員会で審議いただいており

ます。 

 ３の機材更新に係る今後のスケジュールで

ございます。 

 まず、熊本県が行う天草空港の滑走路の舗

装強化工事につきましては、本６月議会で予

算をお認めいただいた後、７月ごろから設計

等に着手し、年度内に竣工の予定でございま

す。 
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 天草エアラインにおいては、本年７月ごろ

に新機材の発注を行い、翌27年11月に納入さ

れる予定です。 

 この機材購入に先立ち、平成27年８月ごろ

から、パイロット、整備士など、運航乗務員

等について、座学等の地上訓練が実施される

予定です。さらに、11月に機材が納入された

後は、実機訓練が11月から12月にかけて実施

される予定となっております。新機材での運

航開始は、28年１月ごろを予定しておりま

す。 

 なお、裏面に、参考データとして、天草空

港の空港整備費、維持管理費、新機材購入費

及び機材整備費につきまして、今後15年の試

算と、地元と県の負担額を表にまとめており

ます。県と地元負担が、おおむね３対１とな

る見込みでございます。 

 以上、御報告いたします。 

 

○田代国広委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑ありませんか。 

 

○内野幸喜委員 定住自立圏構想の件で、こ

の地方自治法の一部改正等についてですね。

６ページ。 

 荒尾市、長洲町、南関町は、福岡県の大牟

田市と定住自立圏構想を、もう協定を締結し

ているんですけれども、ここの６ページの一

番下に「中心市と近隣市町村が役割分担、連

携することで圏域全体で必要な生活機能」こ

こに(医療、福祉、公共交通等)と書いてある

んですね。これは平成20年度に国が創設と。

ここに医療と書いてあるんですけれども、実

際、例えば荒尾市であるとか南関町というの

は福岡県と県境に接していて、例えば福岡県

にある医療法人が、荒尾市とか南関町に診療

所を持っているというパターンも結構あるん

ですね。 

 そうしたときに、例えばその医療法人が社

会医療法人の認定を受けたいと、そうしたと

きに、実は各県ごとに要件を満たさないとい

けないんです。例えば、福岡県で５つの要件

があって、そのうちの１つを満たさないとい

けないと。熊本県でも、５つの要件のうち１

つを満たさないといけないと。例えばそれが

救急医療であれば、例えば診療所を熊本に持

っている場合、福岡県大牟田市側では救急医

療を持っているけれども、熊本県側ではない

と、そういう場合は、ここに書いてあるとお

り、医療とかの県境をまたいだ形の自立圏構

想となっていますけれども、実際、その辺は

社会医療法人は取れないんですよね。 

 これは木村さんが総務省なので詳しいかも

しれないんですけれども、だから、要する

に、本当に荒尾市、南関町、長洲町も含めて

なんですけれども、経済圏なんかも、これは

福岡県の大牟田市と非常に近いんです。医療

関係も、そっちに通院されている方とかいら

しゃるんですね。これからこういう動きがど

んどんどんどん加速していく中で、その矛盾

というか、なかなかできない部分というのが

出てきているんですね。 

 私もまだ詳しくはわからないんですが、そ

の点何かちょっと詳しい方がいらっしゃれば

お聞きしたいと思うんですが。これは医療に

限らず、これからほかの部分でも出てくる可

能性もあると思うんですけれども。 

 

○原市町村行政課長 市町村行政課でござい

ます。 

 今回の定住自立圏は、県境を越えても協定

を結ぶことができるということで、いち早く

荒尾、長洲、南関につきましては大牟田側の

自立圏に参加されたところでございます。あ

わせまして、お隣の玉名市も定住自立圏構想

を目指しておりますので、玉名との関係も今

後出てくるかと思っております。 

 今委員から言われました、実際の医療の調

整等につきましては、ちょっと現時点では把
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握しておりませんので、申しわけございませ

ん。 

 

○内野幸喜委員 現時点ではそういった問題

があるので、これから――これは委員会が違

うと思うんですけれども、そういった現時点

で矛盾しているところもあるので、その点は

いろんな機会に言っていっていただきたいな

というように思います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○岩下栄一委員 エアラインですけれども、

乗務員の確保といいますか、パイロットの採

用とか、そういうのは滞りなくいっているん

ですかね。 

 

○吉田交通政策課長 委員御指摘のパイロッ

トの確保でございますが、現状ではパイロッ

トのほうの確保はできております。 

 

○岩下栄一委員 今パイロット不足が言われ

て、大手の航空会社が随分人材あさりをして

いるわけでしょう。そういう中で、やっぱり

待遇が悪ければ天草エアラインには人が来な

いんじゃないかなと危惧をするんですけれど

も、待遇的にはどうですか。このコストの中

に入っているんですかね。 

 

○吉田交通政策課長 御指摘のパイロット不

足でございますが、委員御指摘のとおり、日

本だけではなく、世界的にパイロット不足が

言われております。ＬＣＣについても、聞い

ているところによりますと、大手エアライン

よりも高い給料を払って――そこはけちらず

にパイロットにお金を払っているという話も

聞こえてきているところでございます。 

 一方、当方の天草エアラインにつきまして

は、厳しい経営状況にございますので、そう

いったパイロットの給料を払える状況ではご

ざいませんが、逆に、今地域エアコミュータ

ーとして、天草に根づいた航空会社として、

非常に一部では知名度も上がってきておりま

す。そういったところで、天草を愛して、天

草の地域を愛するような方にぜひパイロット

になっていただくということで、天草エアラ

インのほうもいろいろと御尽力をされており

ますので、県としても、そういった動きを支

えてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 

○岩下栄一委員 わかりました。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （｢なし」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 なければ、これで報告に

対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 

○前田憲秀委員 執行部の皆さん方からは、

ファクスまたは郵便物も迅速にいただいて、

非常にありがたい限りなんですけれども、先

日、ちょっと気になる郵便物が来たので御紹

介をしたいんですけれども、これは広報課さ

んからいただきました。 

 皆さん、これで来ていますか。いきなりこ

れは何なんだろうと思ってあければ、県の

「県からのたより」なんですよ。聞けば、こ

れは140円だそうなんですけれども、これで

いただく何か理由はあるんでしょうか。 

 

○松永広報課長 広報課でございます。 

 今、委託で印刷をして、そのまま送付をい

ただいているんですが、ちょっと契約の関係

で業者が変わりまして、これまで県から封筒

を差し上げて、その封筒に入れて送付をいた

だいておりました。今回から、ちょっと大手

の業者さんに変わりまして、システム上、そ

のまま機械で入れたほうがコストが安いとい

うことで、向こうからの申し出で、一応封筒
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は差し上げてはいたんですけれども、コスト

の安いほうを選択したいという申し出があり

ましたので、県としてもそれを認めた形にし

ております。形が変わりまして、非常に申し

わけございませんでした。 

 

○前田憲秀委員 いや、申しわけないという

か、コストがそのままであればいいんですけ

れども、配られる側も非常に――今折り曲げ

ていますけれども、きれいにこのまま厚紙に

挟んであったんですよ。まあ、コストが安い

のであればいいのかな。そこもちょっとわか

りませんけれども、議会事務局からも、実は

これは２月だったと思うんですけれども、規

定外の大型で、中に入っていたのは、議長か

らの開会しますので御出席くださいのこの１

枚が入っているんですよ。これはどうです

か。同じような理由ですかね。 

 

○佐藤議会事務局長 ちょっと正確に、多分

コスト面とか、そういうことじゃないと思う

んですけれども、恐らく想像――私も４月に

来まして、想像になりますが、折り曲げるこ

とのないように、まあ正式な議会の通知です

のでということでやったかと思います。 

 ただ、それは、費用はそっちのほうがかか

っているんじゃないかいう御指摘であれば、

それはもうそのとおりだと思いますので、極

力コストがかからないようなやり方というの

を考えさせていただきたいと思います。 

 

○前田憲秀委員 折り曲がってくるときもあ

るんですよ。それが私は普通じゃないかなと

思うものですから、こうやって御指摘をして

いるんですけれども、いわゆる担当の方がど

うなのか、全体的なのか。配る側も大変です

よね、普通の封筒とこれで。そこは、当たり

前のことなんですけれども、もう一回きちん

と話し合いをというか、認識の共有をされた

ほうがいいんではないかなと思います。 

 最初の広報課さんのほうも、コストが安く

ても、果たしてこれで送っていいものかとい

うのは、やっぱり議論もしていいんではない

かなという気もいたします。まあ、小さくし

て高くなるんだったら、またちょっとそれは

それで検討しないといけないのかなと思うん

ですけれども、何かございますか。 

 

○松永広報課長 広報課でございます。 

 その点は、ちょっと御指摘をいただいたと

ころもあったので、業者と確認をいたしまし

た。業者からは、折りたたんで入れるほうが

人件費がかかってしまって、コストアップに

なるというような説明を受けまして、その形

で何とかさせてくれという話もいただいてい

まして、今のところそういう形で、折りたた

まずにそのまま入れるほうが機械で入れられ

るので安いという話がございまして、広報課

としてもそれを、一応今そこでやっていただ

いているような形でございます。 

 以上です。 

 

○前田憲秀委員 もうそれ以上は言いません

ので、ありがとうございました。 

 

○西聖一委員 さっきの大きな封筒の件です

けれども、発局が福岡の局番じゃないかなと

私は思ったんですけれども、県内で業者は何

でないのかなとちょっと思ったんですが。そ

れも、やっぱりコスト低下のため、やむを得

ないというふうな判断なんでしょうか。 

 

○松永広報課長 広報課です。 

 入札でとった業者ということなので、工場

が福岡にあるということでございます。 

 

○西聖一委員 業者は県内の業者なんです

か。 

 

○松永広報課長 広報課でございます。 



第３回 熊本県議会 総務常任委員会会議記録（平成26年６月24日) 

 

 - 25 - 

 支店が県内にある業者でございまして、そ

の工場が福岡ということで、福岡から送って

いるということでございます。 

 

○西聖一委員 県会議員として、やっぱり県

内のところから来るのが気持ちはいいんです

けれども、福岡から来るのは、何で福岡から

来るのかなというのがちょっとありましたの

で……(発言する者あり)いや、あれは福岡の

ナンバーだったですよ。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○荒木章博委員 ちょっと私の勉強不足のと

ころもあるものですから、ちょっとお尋ねを

したい。 

 例えば、今議会は選任同意は出ておりませ

んけれども、例えば教育委員とか、そういう

人事の選定、やり方、まあ最終的にこれは知

事がされるわけだろうと思うんですけれど

も、それまでの選定のあり方は、これは教育

委員会がやるんですか、それとも人事課のほ

うでそれは取り組まれるんですかね。ちょっ

とお尋ねしたい。 

 

○青木人事課長 人事課でございます。 

 今議会でも、選任同意については５名の方

をお願いしているところでございますけれど

も、その選任に当たりましては、人事当局側

と関係部局とで話し合いまして、候補者を選

定し、最終的には知事が決めているというこ

とでございます。 

 

○荒木章博委員 私が聞いたのは、教育委員

会の選任については、それと同じですか。 

 

○青木人事課長 人事課でございます。 

 同じというふうに理解しております。 

 

○荒木章博委員 それじゃ、例えば知事も教

育再生会議の一員であられるし、また、政治

と教育というのは非常に問われている。中立

性を保つための教育委員というふうに私は認

識をしております。 

 そういった中で、政党に政治献金を行って

いる人が６人の委員の中にお１人いられる

と。こういったことについて、そういう、何

というかな、ヒアリングというのはされるの

か。それはどこがされるのか。 

 

○青木人事課長 人事課でございます。 

 特にそういったヒアリングは行っておりま

せんけれども、もちろん日ごろのその方の識

見でありますとか、行動でありますとか、そ

の辺あたりを踏まえて選任をさせていただい

ているというところでございます。 

 

○荒木章博委員 じゃあ、今私が申し上げた

ことは、あってもそれはもう関係ないと。例

えば、教育法の中には、たしか６名のうちに

政党に入っている人は半分以上超えてはなら

ないというふうになっていますけれども、政

治献金の場合はどうなんですかね。総務部

長、ここあたりはどういうふうに。 

 

○岡村総務部長 今委員お話しあっておりま

すことにつきましては、事実としては承知を

しております。 

 政治資金の観点から言うと、これは法律を

しゃくし定規にすぱっと申し上げるとあれな

んですけれども、政治資金法からは特に問題

はないというふうに理解をしております。 

 私ども、一般論としましては、県庁には行

政委員会というふうに呼べるものはたくさん

ございまして、今委員のお話の教育委員会も

その一つでございます。それぞれの法律がご

ざいまして、こういった方々を選任するよう

にという、一応の法律上の要件等々はござい

まして、その中から私どもは、各部局のほう

といろいろとすり合わせをさせていただきな
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がら候補者を絞っていくと。その中で、今人

事課長申し上げましたように、日ごろの活動

の内容あるいは御発言等々から、この方がふ

さわしいだろうという形で選定をさせていた

だいておるのは事実でございます。 

 その際に、今、政治資金についてチェック

をかけているか、ヒアリングしているかとい

うと、それはさせてはいただいておりませ

ん。ただ、そういったことはないんですけれ

ども、日ごろのいろんなそういう御活動等々

からふさわしい方ではないかということでお

願いをしておるというところでございます。 

 

○荒木章博委員 今度は公共関与の上の太陽

光の社長にもなっておられるしですね。非常

に県にも協力をされているし、そういうとこ

ろにも手を挙げて、非常に積極的に県に協力

をされている企業のリーダーだと思うんです

よね。 

 私が言いたいのは、今、政治と金、政治資

金とその政治家と教育というのは、非常に、

要するに国会の中でも、維新の橋下代表を初

め、いろんな角度でそれは問われていること

なんですよね。私も、維新塾に10数回勉強会

に行きましたけれども、自分自身の最後の農

業問題が合わないから一応やめたわけですけ

れども、やっぱりこういったことは、法的に

私は大丈夫と、だからいいんだということだ

けではなくて、やっぱり道理的に――小さい

金額じゃないわけですよ。そういったところ

をやっぱり――道理的にどう思われるのか。

それは、もうじゃんじゃんしとっても、その

人の人間性が、そして、ばんばん仕事をやっ

ていかれているし、公共関与にも入って協力

をされているし、いいんだけれども、教育委

員として適正なのかと言われると――適正だ

からやられたわけだけれども、今後、やっぱ

りそういう人選をされるときは、政党支部に

助成をするとか、公共関与に関するいろんな

取り組みの中に入る人は、できるだけ僕は避

けたほうがいいんじゃないかなというふうに

思うわけなんですよ。これは県民がそう思っ

ているんじゃないですか、公表すれば。その

私の意見については、部長はどう思われます

か。 

 

○岡村総務部長 その方が当時代表をされて

いた会社が、企業として…… 

 

○荒木章博委員 当時じゃないですよ、今

も。 

 

○岡村総務部長 企業として献金をされた、

そのときの代表者としてお名前が載っている

ということで承知はしております。 

 確かに先生おっしゃるとおり、いろいろ見

解はあろうかと思いますが、繰り返しになり

ますけれども、行政委員会って非常に職責の

重いものだと思っております。また、影響力

も大きいというふうに思っておりますので、

そういった意味では、日ごろの御活動の中で

は、そういった重責を担って仕事をされてい

るということも常に思いを抱いていただい

て、活動されていただいているものと思って

おりますし、そういう方を我々としては議会

のほうにお願いして選任同意等をいただいて

いるものと思っておりますので、ひとつその

あたりはまたいろいろと気をつけてまいりた

いと思っております。 

 

○荒木章博委員 部長の答弁で、まあ部長も

苦しい答弁だろうと思うんですけれども、私

は、要望として、そういうかかわりのある、

特に深いかかわりのある人は、できるだけや

っぱり避けるべきだと、私はそういうふうに

思います。 

 じゃあ、続けてもう１点、議会事務局長に

ちょっとお尋ねをします。 

 新しく佐藤局長さんは、都市計画からずっ

と努力をされて、土木から局長に来られた。
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私、１つお願いがあるんですよね。１つは、

私が過去に議会で質問をしようと――一応、

私も９月か12月には実際やるんですけれど

も、質問しようと思ったところ、議会事務局

とアドバイザー、ずっとやったりしますの

で、そうすると、私の資料を一部預けますよ

ね。それを、当時のある自民党の幹事長が、

私の部屋に来て、この質問はせんでくれと言

われたんですね。そして、何でこの話を知っ

ているのかなと聞いたら、まあ最終的にいろ

いろ調べたら、議会事務局の人がコピーして

渡したということなんですよ、個人情報を

ね。だから、本人が言われてきた。だから、

当時の議会事務局長と政務調査の担当者は、

どうされますかと、この件については議長に

申し入れされますかと、もう陳謝をされたか

らそれでいいんです。 

 しかし、こういうことをなぜ私が言うかと

いうと、これは言っとかないと、また起こる

んですよ、はっきり言うて、公式の場で。だ

から、やっぱり政治家は、厳しい選挙をし

て、議場に、まあ基本的には６回、命がけで

すよ、60分というのは。質疑応答、命がけで

答弁を議会執行部に求めるわけですよ。そん

なときに、その情報を全部コピーしてやられ

るならば、やっぱりそれは私は不道理なこと

だと、正々堂々とやっぱりやられるべきだ

と、それは思った。しかし、陳謝をされて、

御本人も陳謝をされたから、私はもうこれで

終わったけれども、今後こういうことがない

ように働きかけをちゃんと、こういう例があ

っているという――この話は聞かれていまし

た。 

 

○佐藤議会事務局長 今荒木委員おっしゃっ

た事例に関しては、大変申しわけありません

が、私は承知はいたしておりません。 

 

○荒木章博委員 だから、今後、佐藤局長、

このことはやっぱり申し送りを議会事務局長

がやって、こういうことはないようにやられ

るべきだというふうに私は思います。 

 もう１点、いいですか。 

 続けて、肥後奨学会というのが、これは岩

下先生の出身で、私のところにも、まあ全員

にも配付がされているかと思いますけれど

も、こういったところの状況あたりもやっぱ

り――あんまりがたがた、がたがたと言うと

失礼ですけれども、県も尐しかかわっている

ことであれば、穏便に取り組まれるように、

これは要望しておきます。 

 もう一点は、毎回私は述べているんですけ

れども、新年度で新しい資料が出ましたの

で、私学のスポーツ特待。 

 その中で、私は、毎年、ある程度はいいん

じゃないかと。しかし、やっぱり１学校に１

年間200名近い生徒さんの奨学金というか、

特待生になるというのは、また前回も言っ

て、指導しますと言うたけれども、45人また

ふえている。もうずっと上がっているんです

よ。 

 仁木さん、私もしょっちゅうしょっちゅう

こんなことを言いたくないんだけれども、や

っぱり何かペナルティーか何かないんです

か。木村さんですか、答えるのは。違うんで

すか。木村さんも関係しているからちょっと

尋ねようかなと思ったんですけれども、奥様

がですね。だから、そこのところでどうです

か。 

 

○仁木総務私学局長 スポーツ特待につきま

しては、毎年、各学校については、適切な対

応を求めているところではございますけれど

も、結果として、ことしも45人ほど昨年より

ふえてしまって、非常に私も残念に思ってお

ります。 

 ただ、内容を見ますと、昨年、特に多かっ

た上位３校につきましては、それぞれ私ども

のお話もきちっと聞いていただいて、減らし

ていっていただいておりますけれども、その
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中で、学校の特色づくりですとか、中核とな

る生徒の確保ということで、やはりちょっと

ふやしたところでというところが幾つかあっ

て、結果として減っているところもありま

す。制度を見直して、もう来年からこれはや

りませんという形のところもございますけれ

ども、トータルとしてはふえております。 

 ただ、尐し言いわけになるかもしれません

けれども、申し上げさせていただきますと、

ことし、私学がちょっとふえているというの

もございまして、その中で、特待生というの

は――特待生と専願とか一般とかありますけ

れども、その中で特に特待生に関して、思っ

た以上に入学をされたということで、結果と

して特待生の数がふえたというのもございま

す。 

 どちらにしろ、人気校に関しては、別にこ

ういうことを、特待生とか、そういう制度を

余り活用しなくても生徒が集まるわけなんで

すけれども、やはり尐子化の中で各学校、生

徒確保に苦慮されております。特に、市内で

…… 

 

○荒木章博委員 手短に。 

 

○仁木総務私学局長 済みません、申しわけ

ありません。 

 

○田代国広委員長 お互いに。 

 

○仁木総務私学局長 ということで、各学校

に関しましては、その状況についてはつぶさ

にお話を聞かせていただいておりますので、

引き続き適正な対応というのを求めていきた

いと思います。今のところ、経常費で云々か

んぬんというのは考えておりません。 

 

○荒木章博委員 今、委員長は、お互いにと

言われたのは、私にですか。委員長、それは

本当か。お互いにってどういう意味ですか。

私たちは、さっきから言っているように、県

民から信任をされて上がってきていることで

すよ。しかし、こういういろんな問題を、何

で委員会で言うのに、お互いに短くて、短く

言っているじゃないですか。 

 

○田代国広委員長 先生が…… 

 

○荒木章博委員 ちょっと待って。なら、い

いです。もっと言います、それは。 

 

○田代国広委員長 先生が短くと言ったから

ですね、手短に、短くと…… 

 

○荒木章博委員 そういう意味ですね。わか

りました。理解しました。それならいいで

す。それなら、また続けていきます。もう終

わる予定だったけれども。 

 空港ライナーの件についてですね。 

 空港ライナー、非常に今利用者がかなりふ

えてきているというふうに聞いておりますけ

れども、何か契約のやり方を今後また変えて

いくとか、そういう考えか何かあるんです

か。 

 

○吉田交通政策課長 空港ライナーでござい

ます。 

 空港ライナーにつきましては、平成23年10

月から試験運行開始ということで、３年程度

たってまいりまして、委員御指摘のとおり、

順調に今利用者数がふえております。 

 そういった中で、今３年たちましたので、

今後の契約のあり方とか、今後どうしていく

かとか含めて、検討してまいりたいと考えて

おります。 

 

○荒木章博委員 何か３年計画をしたので今

後変えていくという、また委員会にちょっと

報告しながらせんと、また出てくるよ、はっ

きり言ってですね。だから、やっぱり３年を
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めどにいろいろ考えていくということである

ならば、ある程度うまくやっていただきたい

と思っています。 

 それともう１点。だんだんふえてきて。 

 加藤、細川の戦略というのは、前回の委員

会でも私は申し述べて、きょうも昼からＮＨ

Ｋのほうに陳情書をまた持っていくんですけ

れども、こういう加藤、細川の取り組みあた

りを、今後またどういうふうに、課長、考え

てやられるのか、もう一回確認をしておきた

いと思うんですけれども。 

 あと、新たなる動きに対してどういうふう

な対応をされるのか。そういう情報はあるの

か。 

 

○本田文化・世界遺産推進室長 世界遺産推

進室・本田でございます。 

 今年度、どのような取り組みをするのかと

いうことでございますが、今年度について、

まだ啓発の事業、これにつきましては、かっ

ちり固めてしまったわけではございません

で、今内容を検討しているところでございま

すけれども、今回やろうとしておりますの

は、例えば難易度別の歴史の検定、あるいは

いろんな知識や関連スポット、そういうもの

をまとめた雑誌などができないかなというこ

とで、今検討を進めているところでございま

す。  

 それから、もう１つ大きな事業としまして

は、歴町50選ということで、これは一昨年度

からやっておりますが、これの町並みの中心

となる建造物の修復、修景の補助などを実施

するということにしております。 

 それから、この加藤・細川ヘリテージとい

うのは、当室が行う事業だけではございませ

んで、いろんな、例えば美術館がいろんな展

示をいたしましたり、あるいは図書館のほう

が――ことしから改築に入りますが、あの中

でも図書館の史料等を出すとか、そういう庁

内各課あるいは民間のところでもいろんな取

り組みがなされていると思いますけれども、

そういうものを連携して一緒に、情報を共有

しながらやっていけたらということで考えて

おります。 

 

○荒木章博委員 加藤、細川の取り組みを今

されるということですけれども、今、禅定寺

とか都市計画道路を、蒲島知事がそこを変更

して、全国で初めて都市計画道路を変更され

た。それは、数千万の調査をやって、加藤、

細川の類例のない家臣団の墓並びとか、そう

いう類例のない場所だということで、それが

変更になったんですよね。都市計画道路が初

めて。 

 そういった中で、この前、文化協会の総

会、約600人、岩下先生と私も参加しており

ましたけれども、そういった中で、知事の挨

拶が、私は加藤、細川の文化を守るためにこ

の問題をどけたんだと、都市計画のところを

変更したんだということを皆さんに発表され

たんですよ、リーダーの方たちに。だから、

そういった知事が動かれたところの、やっぱ

り下馬天神とか、禅定寺とか、そういう類例

のない施設づくりとのタイアップとか、取り

組みというのがないんですよ。 

 私は、常々、この委員会で嫌みのように言

いたくないんですよ。あなたたちは、そうい

う聞く耳を持たない。知事の方針が、あれだ

け言っているにもかかわらず、現状でその地

域との触れ合いもない。だから、やっぱりそ

ういうのは、私は、今後取り組まれるべきだ

と思うんですけれども、部長いかがですか、

私の言っているのは。 

 

○錦織企画振興部長 知事が日ごろさまざま

な場所で申し上げておりますとおり、加藤、

細川の歴史とその遺産というものは、熊本が

誇るべき重要な文化遺産であるということ

は、我々執行部も、もちろん共有しておると

ころでございます。 
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 であるがゆえに、熊本県下には、さまざま

な民間あるいは市町村レベルで、この加藤、

細川の遺産を非常に大切にされているものと

理解しております。それが余りにも多いもの

ですから、私ども執行部の手が十分に届いて

いない、目が十分に行き届いていないという

ところがあるかもしれません。そういうもの

がありました場合には、ぜひ先生からも御助

言いただき、我々の方針を示していただけれ

ば、県としても、それを支援すべきもの、む

しろ民間が中心になってやるからこそ意味の

あるものもございます。その中で、県がお手

伝いできるものがあれば、ぜひこれは参加し

ていかなければならないと、このように考え

ております。 

 以上です。 

 

○荒木章博委員 今あれば教えてくださいと

言われたんだけれども、これは本会議場で知

事が答えられたし、そして、類例のないもの

を今後都市計画道路としてやって、熊本市に

ですよ。都市計画道路、まあ政令市になりま

したから受け持っていくんですけれども、そ

ういった中で、大事なものを、例えば熊本城

で宮本武蔵と戦った柳生家、師範代の四天王

の雲林院弥四郎の墓もあるんですよ。３メー

トルぐらいの墓が。大体戦ってはいけなかっ

たけれども、そして宮本武蔵は敗れたんだけ

れども、だから、そういう一つ一つをコーナ

ー、コーナーで紹介するコーナーとか、たく

さん材料はあるんです。 

 だから、私は、知ったかぶりして言いたく

ないけれども、やっぱりそういうのを聞く耳

を持たないんです、今の文化企画課は。企画

じゃない。だから、やっぱり知事が、600人

の前で、文化人の前で加藤、細川の検証をや

られたんだから、そこをキャッチして、課長

も行っとられたはずだから、今後努力をして

いただきたいということで終わります。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 なければ、以上で本日の

議題は終了いたしました。 

 最後に、陳情書等が３件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 次回の委員会については、８月７日10時か

ら予定しております。 

 なお、正式通知については、後日文書で行

いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。お疲れさまでした。 

  午後０時３分閉会 
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